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略歴

所属・役職

主な案件実績

株式会社日本経済研究所

公共デザイン本部 PPP推進部 部長

[PPP/PFI］

横浜市 新庁舎整備を核とした事業手法検討アドバイザリー業務

墨田区 墨田区総合体育館PFI事業アドバイザリー業務

名古屋市 名古屋市国際展示場移転整備手法調査

内閣府
建替えに併せて収益施設の導入を図る公共施設の再整備・運営
事業に関する調査

大田区
羽田空港跡地第1ゾーン「新産業創造・発信拠点の形成」に係
るアドバイザリー業務

熊本市 （仮称）熊本城ホール運営戦略検討業務委託

府中市 ルミエール府中次期運営手法等調査

京都市
京都市御池中学校・複合施設整備等事業の更新継続についての
民間活力導入可能性調査業務 他

[PFS/SIB・指標連動方式］

内閣府 PFS官民連携プラットフォーム形成運営に係る調査・研究業務

神奈川県横浜市におけるPPP/PFI手法を活用した公共建築物の
包括的な修繕の実施に関する調査

国立科学
振興機

公私領域の研究開発成果の展開に向けた官民連携手法に関する
調査業務（PFSスキーム検討）

公私領域における研究開発成果展開の提案に関わる支援業務

DBJ PFS/SIBに係る業務社会的インパクト評価の調査・研究業務

PFS/SIB普及に向けた諸課題等に関する基礎調査

成果連動型支払（PFS／SIB）･各種制度設計に係る調査 他

主な委員・講師活動等

慶應義塾大学大学院法学研究科政治学専攻修了（法学修士）
日本大学大学院法務研究科（法科大学院）修了（法務博士）

財団法人日本経済研究所入所
財団法人日本経済研究所より株式会社日本経済研究所へ転籍
現在に至る

新潟県県有施設管理等検討委員会（2021年）
秦野市指定管理者選定評価委員会委員（2021年～）
横浜市自転車等施策検討協議会委員（2024年～）
横浜市シェアサイクル事業評価部会委員（2024年～）
(一財)地域総合整備財団公民連携アドバイザー（2019～2024年）
多磨信用金庫・立川市共催多摩地域自治体向け勉強会（2022年）
総合ユニコム講座（PPPの新たな展開）
その他、自治体の勉強会、大学の官民連携講座のゲストスピー
カーなどPFS／SIB・PPP／PFI関連の講演多数

書籍

監修・共著『PFS/SIB事業企画マニュアル』（2024年1月1日発刊、
綜合ユニコム株式会社）など

学歴・経歴

加茂 隆子 （かも たかこ）
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なぜいまPFS／SIBなのか① 自治体を取り巻く厳しい環境

出所：地方財政計画をもとに㈱日本経済研究所作成

• 少子高齢化の進行に伴い、将来の税収減少や担い手不足など、難しい舵取りが迫られている。

• 地方財政は、高齢化等により社会保障関係費が一貫して増加する中、老朽化が進む公共施設の大規模改修・更新の時期
を迎えている。効率的に投資をすることや社会保障費等を抑制しながらのサービスを提供することなど、限られたリソース

を有効に活用し、一層、効果的な自治体運営が求められている。

地域財政計画（歳出）
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なぜいまPFS／SIBなのか② 官民連携の推進の必要性

• 自治体の職員数は、平成６年をピークとして、平成28年まで一貫して減少。 その後、横ばいから微増傾向にあるものの、令和６年現在
で、約281万人で、平成6年に比べ47万人減（14％減）となっており、深刻な人手不足に陥っている。

• 人的・財政的リソースが限られる一方で、市民ニーズの多様化に伴い、自治体を取り巻く課題は複雑化・高度化しており、社会課題・地
域課題の解決に、民間ノウハウの活用が必要不可欠となっている。

出所：総務省「令和６年地方公共団体定員管理調査結果」（令和6年3月）より ㈱日本経済研究所作成

地方公共団体の職員数の推移（平成６年～令和６年）
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PFS/SIBのこれまで① 特徴と期待される効果

• 成果連動により公共でアイデアやノウハウのない仕様を定めることが難しい地域課題への解決策を民間から提案を受けることができる。

• 成果に応じた支払いによる自由度の高い事業の実現と納得感のある根拠ある財政負担の実現が可能。

⚫ 事業の目的を意識・官民でゴールイメージの共有
が図られる

⚫ 解決策・解決手段が見出せない課題に民間のアイ
ディアを活用

⚫ 有能なプレイヤーを確保することができる
⚫ 成果の可視化によるエビデンスの蓄積でEBPMが

促進される（根拠ある施策の推進）
⚫ 納得感のある財政負担（ワイズスペンディング）

◆ 社会的インパクト・アウトカムの創出を目指す
◆ 成果目標・指標を設定することで、官民連携の効

果を促進し、事業の目的達成をコントロール
◆ 成果発注により、事業の実施手段は、民間の裁量

に委ねる
◆ 成果の達成状況を評価、委託費の支払いに連動

することでインセンティブが効果的に働く

PFS／SIBの特徴 PFS／SIBに期待される効果

社会課題 社会課題

通常委託事業 PFS/SIB

公共 民間民間

解決策が多様・未確定
解決策が明確

実施方法を委ねる仕様を定めて委託

成果に応じて支払満額支払

解決解決

社会課題

自ら解決

公共直営事業
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PFS/SIBのこれまで② 事業案件数の推移

出所：内閣府成果連動型推進室『国内におけるPFS事業の取組状況について』（令和７年３月５日）

• PFS／SIB事業の実施件数（累計）は、令和６年度末時点で323件（対前年度末比：47件増）である。

• 平成31年（令和元年）に内閣府PFS推進室が創設されて以降、件数は増加している。

実施件数
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• PFS／SIBの活用団体数（累計）は、令和６年度末時点で154団体（対前年度末比：19団体増）で、増加傾向にある。

PFS/SIBのこれまで③ 活用団体数の推移

出所：内閣府成果連動型推進室『国内におけるPFS事業の取組状況について』（令和７年３月５日）

実施団体



88

• 地域別には、近畿地方、関東地方、九州・沖縄地方が多いが、各地域とも実施団体数は年々増加している。

PFS/SIBのこれまで④ 地域別の実施状況

出所：内閣府成果連動型推進室『国内におけるPFS事業の取組状況について』（令和４年７月21日、令和５年５月25日、令和６年３月５日）
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• 事業分野は、重点３分野（医療・健康、介護、再犯防止）が、約76％を占めているが、まちづくり、環境などの分野に
広がっている。

PFS/SIBのこれまで⑤ 事業分野

出所：内閣府成果連動型推進室『国内におけるPFS事業の取組状況について』（令和７年３月５日）より作成

事業分野別案件数（令和６年度末時点）

分野 行政課題例

医療・健康

糖尿病等の重症化予防、検診・受診の勧奨
（がん検診、特定健診や保健指導等）、予
防･健康づくり、重複・多剤投与者に対する
取組、禁煙等

介護 介護予防、要介護状態の維持・改善等

再犯防止 刑務所出所者等の社会復帰支援等

まちづくり
まちの活力低下による賑わい喪失、地域産業の活
性化、地域コミュニティの分断・つながりの希薄化
等

就労支援 就労支援、能力開発支援等

その他
教育（不登校児の支援等）、福祉（児童福
祉等）等
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PFS/SIBのこれから① 今後の展開可能性
• 公共でノウハウが十分でない事業領域や成果が十分に上がっていない事業などにおいて活用を進めることで、多様な社

会課題の解決に貢献する可能性。

• 民間事業者にとっても、実験的な取組みなど新しい領域へのチャレンジがしやすく、業務の幅が広がり、さらなるユ
ニークな課題解決策の創出につながるなど、好循環が生まれることが期待される。

展開可能性例

 医療・健康、介護分野での更なる展開

経産省・ヘルスケア分野における PFS/SIB事業組成パックの活用

 事業分野の拡大
海外で事業化されている就労支援・学習支援等の福祉的領域等、空き家問題など

 民間発案・提案の増加

民間のアイディアによる地域課題解決に向けた事業の組成が広がる可能性
（ソーシャルビジネスの拡大（2008年約8,000社→2024年約20.5万社に増加。

CSR、CSVとの連動）

 連携事業（複数地域・事業のセット）

既に進む複数地域での連携事業に加え、分野横断・複数事業を効果的な組み合わせ

による事業規模の拡大など

 多様な官民連携手法との融合
      PFI・コンセッション・指定管理×PFS／SIBなど
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PFS/SIBのこれから② 今後の推進に向けて

• PFS／SIBは、社会課題・地域課題の解決手段として、その課題が解決した先にどのような社会・地域を目指すのかと
いう未来志向による取り組みが必要。そのため、首長のリーダーシップが求められる。

• 新分野での事業拡大、分野横断事業の展開を進めていく上では、庁内連携による推進体制の構築やサウンディングなど
民間対話を促進していくことが重要。

庁内推進体制 民間対話

（例）まちづくり分野

移住定
住増加

経済活
性化 フレ

イル
予防

運動量
の増加

孤独孤
立解消

複合的・相乗的効果

部署間連携・横断の体制構築が必要

（例）

事業発案 事業検討 事業者選定 事業開始

• 公共では気づきにくい課題の把握
• 解決策が見出せない課題への解決アイディアの収集
• 事業性、実現性の確認（成果指標等）
• 事業の効果を高める方策についての意見収集
• 民間の事業主体の把握
• 民間事業者の参画意向の確認

就業者
増加

民間対話（サウンディング）の反映

～官民双方にとって事業の効果を高める上で
対話の機会は極めて重要～

～所管課が異なる～
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